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はじめに 

我が国の放送は、来年３月に開始100周年を迎える。その間、放送法の制定（1950

年）、テレビ放送の開始（1953年）、カラーテレビ放送の開始（1960年）、衛星放送の開

始（1989年）、ＢＳデジタル放送の開始（2000年）、地上デジタル放送の開始（2003年）、

地上デジタル放送への移行完了（2012年）、４Ｋ・８Ｋ放送の開始（2018年）といった

歴史を刻みながら、国民の知る権利を実質的に充足し、健全な民主主義の発達に寄与

するという、その社会的な役割を一貫して担ってきた。しかし、放送はいま、社会全

体で急速に進展するデジタル化に直面し、大きな岐路に立たされている状況にある。 

こうした中で、本検討会においては、放送の将来像と制度の在り方について中長期

的な視点から検討を進めており、これまでに第１次取りまとめ（2022年）及び第２次

取りまとめ（2023年）を公表した。その中で提言した内容は、2023年の放送法・電波

法改正（複数の放送対象地域における放送番組の同一化、中継局の共同利用、基幹放

送事業者等の業務管理体制の確保等）や2024年の放送法改正（ＮＨＫの放送番組等の

配信に係る業務の必須業務化、民間放送事業者等が行う放送の難視聴解消措置に対す

るＮＨＫの協力義務の強化等）などの形で実を結んでいる。 

その一方で、今後も放送の社会的な役割が果たされるためには、目下の課題に対処

するだけでなく、その先にある将来像を見据える努力も欠かせない。本検討会におい

ては、本年３月以降、社会環境の変化などを踏まえて放送の価値を再検証した上で、

放送概念が将来的にどのような方向に向かっていくと考えらえるか、放送の社会的な

役割の担い手をその編集責任に見合う形で優遇することなどの効果としてどのよう

なものが考えられるかといった直ちに結論を出すことが困難な検討課題に新たに取

り組んだ。引き続き研究を進めていく必要はあるものの、重要な一歩を踏み出せたと

考えている。 

また、本検討会において継続的に取り組んできた検討課題にも着実な進展があった。

本検討会の下で開催した「小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作

業チーム」においては、約３年間にわたり小規模中継局等のブロードバンド等による

代替可能性について実証や検討に取り組んできたが、その成果がいよいよ出揃うに至

ったことを受けて、本検討会においても、代替に向けた制度の在り方について一定の

結論を導いた。更には、放送番組のインターネット配信においてテレビ放送よりも先

行するラジオ放送の経営の選択肢についても検討を進めた。 

この度、以上に述べた検討の成果に本検討会の下で開催した４つのワーキンググル

ープ等（小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム、公共放

送ワーキンググループ、放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググル

ープ、衛星放送ワーキンググループ）の取りまとめを加えて、本検討会の第３次取り

まとめとして公表する運びとなった。本取りまとめがデジタル時代における放送の将

来像と制度の在り方についての新たな道しるべとなることを期待している。 

デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会座長 

早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教授  三友仁志  
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第１章 放送の将来像 

１．放送の価値 

（１）基本的な理解 

放送は、憲法が規定する表現の自由の保障の下で、国民の知る権利を実質的に充

足し、健全な民主主義の発達に寄与するものとして、国民に広く普及されるべきも

のである1。放送法（昭和25年法律第132号）は、この憲法的価値の下で、放送の社

会的な役割が果たされるようにこれを規律している。その中で、基幹放送の規律に

ついては、自主自律を基本とする枠組み2の下で、放送事業者が自らの責任において

放送番組の編集を行うことを前提として、無線の伝送路を優先的に確保し3、計画的

な普及を図り4、そのことが寡占性、ひいては経営基盤となる構造となっている。 

また、放送は、公共性の観点からは、同時・同報の信頼される基幹的メディアと

して、単に消費者が見たいときに見るという消費的・嗜好的要素を超えて、公衆を

包摂・形成する社会基盤5というべきものであり、その帰結として、国民に広く共有

されるべき基本的情報を伝達する役割を委ねられてきた6といえる。 

その上で、デジタル時代においては、情報の伝送手段が多様化した一方で、情報

空間の健全性を確保するとともに、公衆の相互理解や対話を促進することなどが課

題となっており、その中にあって放送の社会的な役割に対する期待は大きい7。 

こうした基本的な理解の下、本検討会の第１次取りまとめ8においては、2030年頃

の放送の将来像を論ずる中で、「放送の意義・役割」として、放送には、取材に裏打

ちされた信頼性の高い情報発信、「知る権利」の保障、「社会の基本情報」の共有や

多様な価値観に対する相互理解の促進という価値があり、デジタル時代においてこ

そ、放送の役割に対する期待が増していることを示したところである。 

                                                        
1 最高裁平成 29年 12月６日大法廷判決 
2 番組編集準則（放送法第４条第１項）、番組基準（同法第５条第１項）、放送番組審議機関（同法第６条第１

項）等 
3 「基幹放送」とは、電波法（昭和 25年法律第 131号）の規定により放送をする無線局に専ら又は優先的に割り

当てられるものとされた周波数の電波を使用する放送をいう。（放送法第２条第２号） 
4 総務大臣は、基幹放送の計画的な普及及び健全な発達を図るため、基幹放送普及計画を定め、これに基づき必

要な措置を講ずるものとする。（放送法第 91条第１項） 
5 ここでは、社会資本として、ハードだけでなく、公衆の相互理解や対話の促進などを通じたソーシャル・キャ

ピタル（社会関係資本）の形成に寄与するソフトをも包含するものとして用いている。 
6 災害の場合の放送（放送法第 108条）、災害に関する情報の収集及び伝達（災害対策基本法第 51条）等 
7 デジタル空間における情報流通の健全性確保に向けた今後の対応方針と具体的な方策について検討する「デジ

タル空間における情報流通の健全性確保の在り方に関する検討会（座長：宍戸常寿東京大学大学院法学政治学研

究科教授）」のとりまとめにおいて、放送に期待される役割についても記載されている。 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/digital_space/02ryutsu02_04000411.html 
8 デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ（2022年（令和４年）８月５日公表） 
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（２）近年の社会環境の変化などを踏まえた理解 

放送は、公衆の生命・身体の安全確保のために必要な情報を迅速かつ確実に提供

する点でも大きな役割を果たしている。本検討会の第２次取りまとめの公表後では、

令和６年能登半島地震において、関係者の高い使命感の下で、被災地の放送ネット

ワークや受信環境、取材網の維持が図られ、災害放送が行われた。例えば、長引く

停電により被災地の中継局の発電機に燃料補給が必要となる中で、道路が寸断され

た状況でも、ヘリコプターによる燃料補給の継続的な実施により停波が最小限に抑

えられたほか、避難所におけるテレビ・アンテナ設置や、ラジオ受信機の配布、衛

星放送を活用した地上放送の放送9、被災地において依存度の高いケーブルテレビの

復旧が進められた。また、発災直後には避難を強く促す呼びかけが行われたほか、

インターネット上で偽・誤情報が広く出回る中、それらを打ち消す報道や冷静な対

応を呼びかける報道も行われた。この度の地震の経験を踏まえて緊急対応力の強化

に引き続き取り組む必要があるが、以上に述べたような災害放送やそれを可能とす

る取組を通じて、基幹的メディアとしての放送の重要性が再認識された。 

また、放送は、情報空間の健全性を確保する上でも重要な役割を果たしている。

取材や編集に裏打ちされた信頼性の高い情報を発信することを基本として、例えば、

ＳＮＳから発信される大量の情報を収集・分析し、重要な情報を報道につなげられ

るようにするための取材体制の構築、一次情報の確認や専門家や研究機関への取材

などを通じた偽・誤情報の検証報道、偽･誤情報の拡散を未然に防ぐことに寄与する

コンテンツの提供、放送由来のコンテンツのデジタル空間における提供、情報発信

元の真正性の確保に向けた技術的手段の開発といった取組も進められている。 

放送がその社会的な役割を果たす上で不可欠なコンテンツの質の確保は、それぞ

れの放送事業者において視聴者の意見を採り入れながら適切に図られるものであ

る。その上での一般論として、良質なコンテンツは、一定の編集責任と経営基盤の

下で、収入を確保し、人的・財政的な資源を投じて制作してこそ提供可能であり、

その効用は、世代を問わず国民に広く提供されてこそもたらされる。こうした良質

なコンテンツを供給し、効用をもたらす構造は、100年の歴史の中で放送が示してき

たものであり、デジタル時代において伝送手段が多様化しても基本的には変わらな

いと考えられる。 

その一方で、デジタル時代において情報空間は絶えず変化し続けるものである。

例えば、市場原理に委ねているだけでは特定の分野の情報が十分に提供されなくな

るおそれ10や、情報過多によって、信頼できる情報や自律的な価値判断を行うため

                                                        
9 ＮＨＫがＢＳプレミアムを放送していたチャンネル（ＢＳ１０３チャンネル）でＮＨＫ金沢放送局の総合テレ

ビの地域向けニュースや全国ニュースを放送。 
10 本検討会においては、情報が飽和する中では、情報空間がアテンションエコノミーに染まっていくことで、フ

ィルターバブルが進んで、基本情報が行き届かないということが起こり得る旨の発言（第１回、山本龍彦構成

員）や典型的な報道番組や知られざる社会問題を広く知らせるドキュメンタリーは、民主主義社会にとって不可

欠なものだが、政策的介入がない場合には過小供給されがちである旨の発言（第２回、曽我部構成員）があっ

た。 
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に必要な情報などにたどり着くことが難しくなるおそれがある。そうなれば、基幹

的メディアとしては、それらの情報を伝達するとともに、その参照点としての役割

を果たすことなどが重要になる。 

こうした中で、基幹的メディアとしての放送に期待される価値の本質は変わらな

いとしても、その価値をもたらし、それを発揮する放送の姿は変わり得るものであ

り、その観点から、上記の構造や情報空間の変化なども踏まえて、必要なエビデン

スを揃えながら、2030年頃だけでなくその先も見据えた放送の将来像について引き

続き研究を進めていく必要がある。 

 

【能登半島地震に関するインターネット上の真偽の不確かな投稿の例】 

・二次元コードを添付して寄附金・募金等を求める投稿 

・公的機関による支援や施設利用に関する不確かな情報 

・被災住宅について、不要なはずの住宅改修工事を勧める投稿 

・不審者・不審車両への注意を促す不確実な投稿 

・過去の別場面に酷似した画像を添付して被害状況を報告する投稿 

・存在しない住所が記載されるなど、不確かな救助を呼びかける投稿 

（出典）総務省ウェブサイト： https://www.soumu.go.jp/use_the_internet_wisely/special/fakenews/ 

【能登半島地震に関するインターネット上の偽・誤情報を打ち消す報道事例】 

・地震の原因が「人工地震」という主張について 

 科学的根拠が全くない偽情報であることを伝える報道 

・嘘の救助要請について注意喚起をする報道 

・感情を揺さぶられるような情報や動画を安易に拡散せず、 

 情報源を確認したり、行政や報道機関の情報を調べたり 

 するなど冷静な対応を呼びかける報道 

（参考）「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」第24回会合（令和6年3月5日）資料24－2

（事務局資料）p.3 

図表１－１ 令和６年能登半島地震における報道事例等 

 

２．放送概念 

（１）我が国における放送概念 

放送法は、「放送」を公衆によって直接受信されることを目的とする電気通信の送

信と定義している11。ここでいう公衆とは不特定多数の者を意味している12。この定

                                                        
11 放送法第２条第１号 
12 放送法逐条解説 新版（金澤薫監修 放送法制研究会編著） 
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義の下で、例えば、情報を受信者からの要求に応じてその都度送信する放送番組等

のインターネット配信は、放送に該当しない。 

また、放送法は、放送が有限希少な電波を使用することと放送の及ぼす社会的影

響力が大きいことから、その社会的な役割が果たされるようにこれを規律13してお

り、その中で、基幹放送の規律については、自主自律を基本とする一定の編集責任

が果たされることを前提として、無線の伝送路を優先的に確保し、計画的な普及を

図り、そのことが寡占性、ひいては経営基盤となる構造となっている。 

こうした現行の放送制度は、放送の技術的な特性（同時・同報で広範囲に到達す

ること、輻輳のないこと、経済合理性の観点から優れていること等）とその送信形

態による社会的な影響力を基礎として、放送に社会的な役割を担わせることで形成

されてきたと考えられる。 

 

（２）諸外国における放送概念 

諸外国においては、それぞれ異なる放送制度が形成されており、それらは必ずし

も放送の技術的な特性を基礎とするものとなってはいない。例えば、米国や英国に

おいては、放送の定義そのものは、無線通信により伝送するものに限定されている。

しかしながら、米国においては、放送に対する規律の一部が放送番組のインターネ

ット配信にも適用される仕組み14となっており、英国においては、放送番組のイン

ターネット配信にも放送に対するコンテンツ規制15の全部又は一部が適用される仕

組みとなっている。ドイツやフランスにおいては、放送又は放送に相当するメディ

アの定義そのものが伝送手段を問わないものとなっている。 

また、英国においては、2024年に成立した「メディア法16」に基づき、「規制テレ

ビジョン選択サービス17」を提供する者が「指定インターネット番組サービス18」を

適切に目立たせて提供することが義務付けられるなど、デジタル時代ならではの制

度整備が進められている。更には、地上テレビ放送を無制限に維持すべきとする放

送業界のコンセンサスは崩れたとした上で、将来的な在り方として、その廃止を含

                                                        
13 不特定多数の者に届けるために同時かつ一斉に送信するものは、対象が不特定多数の者であることや送信時期

が同時かつ一斉であることや情報の送信形態が映像・音声等であること等から社会的影響力が大きいものである

こと及び、特に無線の放送については有限希少な周波数を用いるものであること等を踏まえ、従来から放送とし

て特別に規律されてきた。（放送法逐条解説 新版）。これに対して、2010年の放送法改正で「放送」の定義に改

正前の「有線テレビジョン放送」「有線ラジオ放送」「電気通信役務利用放送」も含めたことで伝送路の中立性は

一定程度確保されており、本検討会においては、その根拠が真に根拠たり得るのか更に精緻化していく必要があ

るといった指摘（第 29回、林構成員）があった。 
14 字幕付きで放送された放送番組をインターネット上で再送信する場合における字幕の付与 
15 番組基準を定めた「Ofcomコード」 
16 Media Act 2024 
17 インターネットに接続するテレビ機器等により提供される番組の選択・アクセスを出来るようにするサービス

であって、指定されるもの 
18 ＢＢＣやＩＴＶ等の公共サービス放送事業者が提供するインターネット配信サービス等であって、指定される

もの 
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むいくつかの選択肢を示す報告書19が公表されるなど、放送の将来像についての研

究が進められている。 

  

                                                        
19 2024年５月９日に英国情報通信庁（Ofcom）が文化メディアスポーツ省に提出した「Future of TV 

Distribution」。同報告書は、地上テレビ放送の将来的な在り方に影響を与え得る市場の変化について調査・分

析を行ったものであり、地上テレビ放送を無制限に維持すべきとする放送業界のコンセンサスは崩れたとした上

で、将来的な地上放送の在り方の選択肢として、①より効率的な地上デジタルテレビサービスへの投資、②地上

デジタルテレビサービスの縮小、③地上デジタルテレビサービスの廃止の３つを提案している。 
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 定義語 定義内容 備考 

米国 放送 一般公衆により直接又は中継局を経由する
ことにより受信されることを目的とする無
線通信の伝搬 

・コンテンツ規制の対象と
なっている。 

・地上放送のカバレッジに
ついては、ケーブルテレ
ビや衛星放送による再
放送によっても図られ
る仕組みとなっている。 

・公共放送については、非
放送技術の利用を含め、
最も効率的かつ経済的
な手段により、可能な限
り多くの市民に提供す
る仕組みとなっている。 

英国 放送 無線電信による放送 番組基準を定めた「Ofcom
放送コード」が適用されて
いる。 

テレビ
番組サ
ービス 

・テレビ放送サービス（放送されることを目
的として提供されるテレビ番組のサービ
スから構成されるサービス、かつ、公衆が
受信可能なように提供されるサービス） 

・テレビ免許コンテンツサービス（衛星から
放送されるテレビサービス、電子通信ネッ
トワークを利用して配信されるテレビサ
ービス（インターネット経由で放送される
サービスを含む。）又はラジオ多重放送に
よって提供されるサービス） 

・デジタルテレビ番組サービス 
・制限的テレビサービス 

オンデ
マンド
プログ
ラムサ
ービス 

主たる目的が、テレビ番組サービスに通常含
まれる番組の構成・内容と同等のものであ
り、アクセスがオンデマンドで行われるもの
であり、編集責任を有する者が存在するもの
であり、当該者によって公衆の利用に供する
こととされたものであり、その者の本社が英
国内にあるものであり、かつ、サービスに関
する編集上の決定が英国内で行われるもの 

番組基準を定めた「Ofcom
放送コード」の一部が適用
されている。 

ドイツ 放送 報道・編集された番組を、動画又は音声で一
般向けに編成・配信し、電気通信手段によっ
て放送スケジュールに沿って同時受信する
こと 

コンテンツ規制の対象と
なっている。 

テレメ
ディア 

電気通信法に規定する電気通信サービス又
はメディア州際協定に規定する放送に該当
しない全ての電子的情報通信サービス 

フランス 視聴覚
通信 

公衆へのサービスを実現する態様はどうで
あれ、公衆向け通信としてのラジオ及びテレ
ビサービス又は公衆向けビデオ・オン・デマ
ンドサービス（個人の要求により発信者と受
信者の間でデジタルデータを交換するオン
ラインサービスを除く。） 

・コンテンツ規制の対象と
なっている。 

・地上放送のカバレッジに
ついては、地上波以外の
手段も使って 100％の人
口カバー率を実現する
仕組みとなっている。 

図表１－２ 諸外国における放送等の定義 
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（３）放送概念が将来的に向かっていくと考えられる方向 

我が国においては、デジタル時代においても、放送の社会的な役割に対する期待

が大きい一方で、情報の伝送手段が多様化し、放送の技術的な特性は相対化してい

る。また、多様化した情報の伝送手段の間において整合的な制度や対等な経営環境

が必ずしも実現していない現状があるといった指摘があった20。 

こうした中で、放送制度やその中の放送概念21は、諸外国の動向も参考にしつつ、

放送の将来像を見据えながら見直すべきものから見直していく必要があり、将来的

には、社会基盤として維持する意義のある放送の社会的な役割を基礎として、多様

な伝送手段によりその役割がより良く果たされるように再構成される方向に向か

っていくと考えることは可能である。 

 

３．放送の担い手になることで認められる効果として考えられるもの 

仮に放送制度やその中の放送概念が放送の社会的な役割を基礎として再構成され

るとしても、現行制度における基幹放送とは異なり、その社会的な役割を担うべきも

のが伝送路の優先的な確保を必要とするとは限らない。また、これに対しては、自主

自律を基本とする一定の編集責任が果たされることを前提として、伝送路を優先的に

確保し、計画的な普及を図り、そのことが寡占性、ひいては経営基盤となる基幹放送

の規律の構造をそのまま当てはめることはできない。 

この点に関して、本検討会の構成員からは例えば以下のような意見が示された。 

・ 現行の基幹放送の規律の枠組みを踏襲するのであれば、過渡的には、従来の放

送概念における放送の担い手のうち、インターネット上でも放送の社会的な役割

を自ら積極的に担おうとする者を対象として、自主自律を基本とする一定の編集

責任が果たされることを前提として経営基盤の確保を図る既存の規律の構造を

応用していくことになると考えられる。また、将来的には、従来の放送概念にお

ける放送の担い手であるかどうかを問わず、インターネット上で放送の社会的な

役割を自ら積極的に担おうとする者を対象として、上記の既存の規律の構造を応

用していくことになると考えられる。 

・ 経営基盤の確保は、周波数の割当てや寡占性の創出に限らず、例えば、放送の

社会的な役割を担う者をその編集責任に見合う何らかの形で優遇することによ

っても図ることが可能と考えられる。 

・ 優遇措置としては、例えば、プロミネンス（プラットフォーム上で情報を目立

たせ、アクセス機会を確保する措置）、権利処理、視聴データの取扱い、なりすま

                                                        
20 例えば、本検討会においては、放送番組のインターネット配信を行う上でいわゆる「フタかぶせ」などが必要

となる場合がある現状に課題がある、視聴データの取扱いを含む広告の在り方については早期の検討に値すると

いった指摘（第 29回、奥構成員、瀧構成員）があった。 
21 放送そのものと放送の社会的な役割と同等の役割を担うもののどちらも含み得るもの 
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しによる被害からの回復、放送の二元体制の下でのＮＨＫとの協力などが考えら

れる。 

本検討会におけるこうした議論を踏まえれば、放送の社会的な役割を基礎とする放

送概念を研究する上では、一定の編集責任が果たされることを前提として経営基盤の

確保を図る観点から、放送の社会的な役割の担い手をその編集責任に見合う形で優遇

することなどの効果についても議論を深めていく必要がある。 
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第２章 小規模中継局等のブロードバンド等による代替 

１．基幹放送の役割 

（１）現行制度 

基幹放送は、放送の社会的な役割の実現を確実かつ適正に果たすことを確保する

枠組みに基づき行われるもの22として位置付けられており、放送をする無線局に専

ら又は優先的に割り当てられるものとされた周波数の電波を使用している23。 

基幹放送による放送の面的な普及を図るため、ＮＨＫは、義務として、ＡＭ放送

とＦＭ放送とのいずれか及びテレビ放送がそれぞれあまねく全国において受信で

きるように措置をしなければならないこととされている24。また、特定地上基幹放

送事業者及び基幹放送局提供事業者は、努力義務として、放送対象地域において基

幹放送があまねく受信できるように努めるものとされている25。 

 

（２）デジタル時代における経営の選択肢 

第１章で述べたとおりデジタル時代において放送の社会的な役割に対する期待

が大きい中で、その実現を確実かつ適正に果たすことを確保する枠組みに基づき行

われる放送として、基幹放送の役割は依然として重要であり、その維持・発展が望

まれる。 

その一方で、放送事業者は、受信料収入減や広告収入減などにより厳しい経営環

境に直面しており、また、その社会的な役割を果たす上で不可欠なコンテンツの制

作コストをこれからも賄う必要があることから、社会経済構造の変化に応じて業務

の合理化を図るとともに付加価値を上げる経営努力が求められる。 

こうした中で、基幹放送の事業の経営の選択肢については、その維持・発展を図

る上での喫緊の課題として、放送の社会的な役割の実現を確実かつ適正に果たすこ

とを確保可能なものと認められる限りにおいて拡大していく必要がある。 

 

  

                                                        
22 基幹放送は、…（中略）…民主主義の健全な発達に寄与し、国民が日常生活及び社会生活を営むに当たり必要

な情報を提供し、基本的情報の共有を促進すること等の社会的な役割の実現を確実かつ適正に図るために確保す

る無線の放送である。（放送法逐条解説 新版） 
23 放送法第２条第２号 
24 放送法第 20条第５項 
25 放送法第 92条 
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図表２－１ 日本の媒体別広告費の推移 

 

図表２－２ 赤字社数（地上テレビ・ラジオ事業者）の推移 

※ 電通「2023年日本の広告費」より作成
※ 2019年、「インターネット広告費」に 「物販系ＥＣプラットフォーム広告費」が追加された。

日本の媒体別広告費の推移

赤字社数（地上テレビ・ラジオ事業者）の推移

地上系テレビジョン及びラジオ放送事業者（コミュニティ放送を除く。）の赤字社数は平成28年度以降
基本的に増加傾向にあり、コロナ禍においてさらに増加。令和５年度は、キー局・準キー局からも１社が
赤字。
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図表２－３ ＮＨＫにおける地上テレビ放送の送信に係る経費 

 

図表２－４ 民間放送における地上テレビ放送の送信に係る経費 

地上テレビジョン放送の送信にかかる経費

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

親局
大規模局
重要局

小規模局 ミニサテ局 NHK共聴

世帯カバー率

年間維持経費

80% 14%
3%

1%

80億円 40億円 60億円 10億円 40億円

¥180 ¥550 
¥3,600 ¥2,300 

¥24,000 

¥0

¥10,000

¥20,000

親局 大規模重要局 小規模局 ミニサテ NHK共聴

世帯当たりの年間経費比較
110億円/年

今後、世帯数の減少が進むと
人口減少地域のサービス維持が課題となる

1%

NHK受信料 地上契約月額1,225円（年14,700円）※口座・クレジット２か月払

今後10年間に想定される
設備の更新・維持に係る
年間あたりの経費

【出典】 「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」第２回会合（令和３年12月６日） 資料２－４（日本放送協会提出資料） スライド48

民放の地デジ送信維持費

【出典】 「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」第８回会合（令和４年４月15日） 参考資料３（一般社団法人日本民間放送連盟提出資料） スライド２
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（３）基幹放送をあまねく受信できるようにする枠組み 

基幹放送が放送の社会的な役割の実現を確実かつ適正に果たす上では、国民に広

く普及されて、その効用が国民にもたらされる状態にあることが重要26である。こ

のことはデジタル時代においても不変であるため、基幹放送をあまねく受信できる

ようにする現行の枠組みはこれからも不可欠である。また、この枠組みは、放送の

技術的な特性を基礎に形成されている放送制度の中で、放送の面的な普及を図るた

めのものであり、そのことによる内在的な制約として、基幹放送の伝送手段は放送

を基本とする必要があると考えられる。 

しかしながら、地域の人口減少やブロードバンド網の全国的な普及27、情報の伝

送手段の多様化など社会環境が変化する中で、放送の技術的な特性は相対的なもの

となっており、小規模中継局等28による放送が基幹放送の伝送手段として地域によ

っては必ずしも合理的なものとなっていない現状がある。また、放送がもたらす効

用という観点からは、国民は、伝送手段が放送であるかそれ以外であるかを大きく

意識することなく、放送番組を視聴している現状がある。 

こうした現状に鑑み、放送に準ずる技術的な特性を備え、基幹放送の効用を国民

にもたらす手段として利用可能な放送以外の伝送手段があるならば、それを基幹放

送の伝送手段の選択肢として認める余地がある。 

 

２．地上基幹放送をＩＰユニキャストで代替することの是非 

本検討会においては、従来の無線による放送とケーブルテレビや光ファイバ等のブ

ロードバンドによる伝送の２つの方法について、両者の提供エリアの突き合わせやコ

スト比較の具体的な作業を行いつつ、それらによる代替可能性について検討していく

べきとの方向性を示した上で、「小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関

する作業チーム」を開催し、約３年間にわたる検討に取り組んできた。また、規制改

革実施計画（令和４年６月７日閣議決定）では、ブロードバンド等による代替につい

                                                        
26 放送法第１条は、放送を規律する原則の一つとして「放送が国民に最大限に普及されて、その効用をもたらす

ことを保障すること」を掲げている。 
27 全国の光ファイバ整備率は 99.84％となっている。（令和５年（2023年）３月末時点） 
28 中継局としては、ミニサテライト局のほか、一部の小規模中継局を想定。なお、中継局の分類は以下のとお

り。 

プラン局：親局以外の基幹放送局のうち、基幹放送用周波数使用計画（昭和 63年 10月１日郵政省告示第 661

号）の表（注：第５表）に掲げる中継局（放送法施行規則第 103条第２号）。 

その他の中継局：親局及びプラン局以外の基幹放送局（放送法施行規則第 103条第３号）。「空中線電力が小さ

く、又はその周波数の使用状況からみてあらかじめ特定の周波数を定めておくことが適当でない次に掲げる

中継局」として、「テレビジョン放送（地上系）を行う 3Ｗ以下の中継局」が規定（基幹放送用周波数使用

計画 第１総則 ４（５））。 

ミニサテライト局：「その他の中継局」のうち、空中線電力 0.05W以下のもの（無線設備規則第 14条第２項及

び別表第１号注 21ただし書の規定に基づく総務大臣が別に告示する地上基幹放送局の送信設備及びその技

術的条件）。 
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て、技術実証も実施しつつ更なる検討を行い、令和６年度に結論を得ることとされて

おり、これも踏まえ、同作業チームにおいては、小規模中継局等のブロードバンド等

による代替、とりわけ、ＩＰユニキャストによる代替が、実際に放送の代替として実

現可能性があるかどうかについて検討を行い、実証事業の結果等を踏まえ、この度、

一定の結論を得たところである。 

ここでいう「小規模中継局等のブロードバンド等による代替」とは、小規模中継局

等がカバーする地上基幹放送の受信エリアにおいて、その伝送手段を無線による放送

からブロードバンド等による伝送に置き換えるということであり、そのことを前提と

して、その受信エリアにおいては小規模中継局等を廃止することを意味している。こ

のことは、放送対象地域全体で考えた場合には、地上基幹放送における無線による放

送をブロードバンド等による伝送によって補完することを意味していると考えるこ

ともできる。 

小規模中継局等による放送の代替手段としては、まずはケーブルテレビやＩＰマル

チキャストによる放送が考えられる。しかしながら、整備状況29や設備コストに見合

う需要規模などを踏まえれば、それらだけで小規模中継局等による放送を全て代替す

ることは現実的ではない。 

ＩＰユニキャストは、現行の放送法上、放送ではなく、品質・機能について基準が

設けられていない点や技術的な制約30がある点に留意する必要があるものの、放送番

組のインターネット配信に用いられている点に鑑みれば放送に準ずる一定の技術的

な特性を備えていると考えることができる。また、全国的に普及するブロードバンド

網を利用して提供可能なものであり、ケーブルテレビやＩＰマルチキャストの未整備

地域やそれらの設備コストに見合う需要規模に満たない地域においても小規模中継

局等による放送の代替手段となり得る。 

このため、放送に準ずる品質・機能を確保した上で、基幹放送をあまねく受信でき

るようにする義務・努力義務を果たすべき者の責任の下で安定的かつ継続的に行われ

ることを前提として、ＩＰユニキャストを小規模中継局等による放送の代替手段とし

て許容することが適当である。 

                                                        
29 ケーブルテレビの世帯普及率は約 52.5％（令和５年（2023年）３月末時点）、ＩＰマルチキャストによる地上

放送の再放送サービスは、株式会社アイキャストが 20都道府県でサービスを提供している。 
30 本検討会においては、ＩＰユニキャストによって放送を代替する場合、現時点では、数十秒程度の伝送遅延の

発生やデータ放送の代替が困難であるなど、放送と同じサービスレベルでの代替を実現することが難しい機能や

性能がある旨の発言（第 28回、伊東座長代理）があった。 
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図表２－５ ＩＰマルチキャストとＩＰユニキャストの比較 

 

３．地上基幹放送をＩＰユニキャストで代替可能とする場合の要件 

（１）基本的な考え方 

ＩＰユニキャストを小規模中継局等による放送の代替手段として許容するとし

ても、基幹放送の枠組みが放送の面的な普及を図るためのものであることやＩＰユ

ニキャストの品質・機能について技術的な制約がある中で視聴者の利益の保護を図

る必要があることなどを踏まえれば、基幹放送の伝送手段は放送を基本とする必要

がある。この観点からは、一定の要件を満たす限定的な場合に限り、小規模中継局

等による放送をＩＰユニキャストで代替することを許容することが適当である。 

代替の要件については、例えば、経営状況、小規模中継局等の開設・維持に係る

コストの合理性、他の代替手段の有無といった代替の必要性や地域住民の理解を得

る上で必要なプロセスを踏んでいるかといった代替の受容性を勘案することが考

えられる。 

（２）地域住民の理解を得る上で必要なプロセス 

地域住民の理解を得る上で必要なプロセスについては、代替が経営の選択肢であ

ることを踏まえれば、一義的には基幹放送を行う者が主体となって取り組むべきも

ＩＰマルチキャスト 【放送】

ＩＰユニキャスト 【通信】

ルータ
（中継局）

配信サーバ

１ｃｈ
（ﾏﾙﾁｷｬｽﾄｱﾄﾞﾚｽ:233.0.0.1)

２ｃｈ
（ﾏﾙﾁｷｬｽﾄｱﾄﾞﾚｽ:233.0.0.2)

3ｃｈ
（ﾏﾙﾁｷｬｽﾄｱﾄﾞﾚｽ:233.0.0.3)

233.0.0.2あて
パケットの送信要求

233.0.0.1あて
パケットの送信要求

233.0.0.1あて
パケットの送信要求

ルータ
（収容局）

全チャンネルのパケットを送信

受像機

1chを見たい

契約者A

選局
１ｃｈ

ルータ
（ゲートウェイ）

１ｃｈ

配信サーバ

ルータ
（中継局）

ルータ
（収容局）

番組A（視聴者Ｅあて）

番組A（視聴者Ｆあて）

番組B（視聴者Ｇあて）

番組A（Ｅあて）

番組A（Ｆあて）

番組B（Ｇあて）

配信サーバに
・視聴者Ｅに番組A
・視聴者Ｆに番組A
・視聴者Ｇに番組B
・視聴者Ｈに番組C
を送信するよう要求

配信サーバに
・視聴者Ｅに番組A
・視聴者Ｆに番組A
・視聴者Ｇに番組B
・視聴者Ｈに番組C
を送信するよう要求

要求を受けて
各宛先に番組を送信

番組Aの
パケットの送信要求

番組Aの
パケットの送信要求

番組Ｃ（Ｈあて）番組Ｃ（視聴者Ｈあて）

3ｃｈ

２ｃｈ

１ｃｈ

全チャンネルのパケットを送信

受像機

1chを見たい

契約者B

選局
１ｃｈ１ｃｈ

ルータ
（ゲートウェイ）

受像機

２chを見たい

契約者C

選局
2ｃｈ２ｃｈ

ルータ
（ゲートウェイ）

受像機

３chを見たい

契約者D

選局
３ｃｈ３ｃｈ

ルータ
（ゲートウェイ）

233.0.0.3あて
パケットの送信要求

受像機

番組Aを見たい

視聴者E

選局

A
ルータ

（ゲートウェイ）

A(E)

受像機

番組Aを見たい

視聴者F

選局

A
ルータ

（ゲートウェイ）

A(F)

受像機

番組Bを見たい

視聴者G

選局

B
ルータ

（ゲートウェイ）

B(G)
番組Ｂの

パケットの送信要求

受像機

番組Ｃを見たい

視聴者Ｈ

選局

Ｃ
ルータ

（ゲートウェイ）

Ｃ(Ｈ)

番組Ｃの
パケットの送信要求要求を受けて

各宛先に番組を送信

ＩＰマルチキャストとＩＰユニキャストの比較
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のであるが、その重要性に加え、伝送手段の多様化を含めて放送の姿が変わり得る

ものであることについて国民的な理解を深めていく必要性も認められることから、

総務省においては、公的機関の立場から必要な支援に取り組むことが望ましい。 

（３）円滑な権利処理 

ＩＰユニキャストで代替する場合においては、権利処理ができないことによるマ

スキング等の処理（いわゆる「フタかぶせ」）は可能な限り避けるべきであり、例え

ば、著作権については、現行の著作権法（昭和 45年法律第 48号）を前提とするな

らば、地域限定特定入力型自動公衆送信31（放送を受信することにより行うことや

専ら放送対象地域で受信されることを目的として行うことなどが必要）に該当する

範囲のＩＰユニキャストなど円滑な権利処理ができる代替手段となっているかど

うかも要件を定める上で重要である。 

 

 

図表２－６ 放送法と著作権法における「放送」の範囲の違い 

                                                        
31 特定入力型自動公衆送信のうち、専ら当該放送に係る放送対象地域（放送法（昭和 25年法律第 132号）第 91

条第２項第２号に規定する放送対象地域をいい、これが定められていない放送にあつては、電波法（昭和 25年

法律第 131号）第 14条第３項第２号に規定する放送区域をいう。）において受信されることを目的として行われ

るもの（著作権法 34条１項） 

 

放
送
の
同
時
再
送
信

放
送
法

著
作
権
法

放送 有線放送 自動公衆送信

公衆送信

公衆によって直接受信されることを目的とする電気通信の送信

放送

自
主
番
組

放
送
の
同
時
再
送
信

自
主
番
組

無線 有線 IPマルチキャスト ※

通信

ネットワーク

サービス
放
送
番
組

放
送
番
組

基幹放送 一般放送
電波法の規定により割り当て
られた周波数を使用する放送

基幹放送以外の放送

地上放送 衛星放送 CATV IPTV

放
送
の
同
時
配
信

見
逃
し
配
信

V

O

D

自
主
番
組

IPユニキャスト ※

ネット配信

（上記※のうち一部が該当）地域限定特定入力型自動公衆送信
・サーバー等への蓄積を伴わず、放送を受信して同時にサーバー等に入力する
ことにより行う自動公衆送信（特定入力型自動公衆送信）のうち、専ら当該放
送に係る放送対象地域*において受信されることを目的として行われるもの
（*放送法（昭和二十五年法律第百三十二号）第九十一条第二項第二号に規定する放送対象地域をい

い、これが定められていない放送にあつては、電波法（昭和二十五年法律第百三十一号）第十四条第
三項第二号に規定する放送区域をいう。）

・著作権法改正（2006年）により実演及びレコードにつき、許諾権から補償金
請求権に改正されるなど、有線放送と同様の取扱いがされている。

その他
(ブロードキャスト)

放送法と著作権法における「放送」の範囲の違い
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４．地上基幹放送を代替するＩＰユニキャストの在り方 

ケーブルテレビやＩＰマルチキャストは、一般放送として、参入32や退出33、設備の

維持34などについて放送法の規律が及んでおり、業務の的確な遂行や品質・機能が確

保されている。これに対して、ＩＰユニキャストは、現行の放送法上、放送ではなく、

規律されていないことから、これによって小規模中継局等の放送を代替する場合には、

基幹放送の効用をもたらす観点から業務の的確な遂行や放送に準ずる品質・機能を確

保することが望ましい。 

基幹放送を行う者が自らＩＰユニキャストを行う場合や他者に委託してＩＰユニ

キャストを行わせる場合には、例えば、基幹放送を行う者の業務の方法や委託内容に

よって、業務の的確な遂行や放送に準ずる品質・機能を確保することが可能であると

考えられる。その一方で、ＩＰユニキャストを行う者の数が限定的であり、基幹放送

を行う多数の者から画一的な委託を受けることとなることが明らかな場合には、ＩＰ

ユニキャストを行う者が満たすべき能力や確保すべき品質・機能を定める方が効率性

の観点からは合理的であるとも考えられる。そこで、業務の的確な遂行や放送に準ず

る品質・機能を確保するための方法は、基幹放送をあまねく受信できるようにする義

務・努力義務を果たすべき者とＩＰユニキャストを行う者との関係を踏まえて合理的

なものにする必要がある。 

また、「小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム」が行

った実証実験においては、ＩＰユニキャストのメリット・デメリットについての一定

の理解の下、小規模中継局等による放送のＩＰユニキャストによる代替が視聴者に受

容され得ることが確認された35。品質・機能の水準については、ＩＰユニキャストの

技術的な制約を考慮するとともに、同作業チームの検討結果を踏まえて、放送に準じ

て視聴者が受容可能なものとすることが適当である。 

 

５．ＮＨＫの地上基幹放送のＩＰユニキャストによる代替 

ＮＨＫは、あまねく全国において受信できるように国内基幹放送を行うこと36をそ

の目的の一つとしており、ＡＭ放送とＦＭ放送とのいずれか及びテレビ放送がそれぞ

れあまねく全国において受信できるように措置をする義務を負っているほか、総務大

臣の認可を受けなければ、基幹放送局やその放送の業務の廃止・休止をすることがで

きない37。また、事業運営の財源を受信料によって賄うことが可能である。 

その一方で、公共放送として提供する放送番組の質を維持しつつ、公共放送の役割

                                                        
32 放送法第 126条第１項及び第 133条第１項 
33 放送法第 135条第１項 
34 放送法第 136条第１項 
35 詳細は、小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム３次取りまとめを参照。 
36 放送法第 15条 
37 放送法第 86条第１項 
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を果たすために必要な事業規模について不断の見直しを行い、事業経費の一層の合理

化・効率化に取り組むとともに、受信料の適正かつ公平な負担の徹底に向けた取組を

進めていくことが求められている38。したがって、その社会的な役割を果たす上で不

可欠な放送コンテンツの制作コストをこれからも賄う観点から、社会経済構造の変化

に応じて業務の合理化を図るとともに付加価値を上げる経営努力が求められる点は

民間放送と変わらない。 

また、難視聴解消措置については、放送全体の発展に貢献するプラットフォーム

としての役割を果たす観点から、民間放送に協力する義務39を負っており、現に中継

局の共同利用に向けた協議が進行している40。その中で、ＩＰユニキャストによる代

替について、社会全体で二重投資にならないようにし、コストを最小化する観点か

らは、ＮＨＫと民間放送が協力して、ある程度の規模で利用可能な選択肢とする必

要性が認められる。このため、ＮＨＫについても、放送に準ずる品質・機能を確保

した上で、ＮＨＫと民間放送が協力し、ＩＰユニキャストが両者の責任の下で安定

的かつ継続的に行われることを前提として、一定の要件を満たす限定的な場合41に

は、小規模中継局等による放送をＩＰユニキャストで代替することを許容すること

が適当である。 

 

６．今後の進め方 

本章においては、基幹放送の維持・発展を図るため、放送の社会的な役割の実現を

確実かつ適正に果たすことを確保可能な限りにおいて基幹放送の事業における経営

の選択肢を拡大する政策的な観点から、主として基幹放送の伝送手段の選択肢をどこ

まで許容することが適当であるかについて述べた。 

今後総務省においては、本章で述べた内容を踏まえた上で、法制的な観点からも検

討を行い、所要の制度整備を進めることを期待する。また、小規模中継局等のブロー

ドバンド等による代替に向けては、ＮＨＫや民間放送、代替手段の提供主体などの関

係者と十分に意思疎通を図り、本検討会において事務局からイメージとして示された

工程を具体化していくべきである。 

 

                                                        
38 日本放送協会令和６年度収支予算、事業計画及び資金計画に付する総務大臣の意見 
39 放送法の一部を改正する法律（令和６年法律第 36号）による改正後の放送法第 20条第６項 
40 中継局の共同利用推進

（https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/housou_suishin/kyoudouriyou.html） 
41 ＮＨＫが、あまねく全国に基幹放送を送り届ける特殊法人として、民間放送とは異なる規律に服していること

を踏まえれば、放送をＩＰユニキャストで代替する要件等についても、民間放送との規律の違いを踏まえた検

討が必要となることに留意が必要である。 
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図表２－７ 小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する工程（イメージ） 

  

小規模中継局等のブロードバンド等による代替に向けた工程（イメージ）

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度以降

制度整備

総務省

代替支援（代替手段としてのＩＰユニキャストの開発・実装、現地調査、住民説明、相談対応）

コスト計算、代替手段の比較検討等

ＮＨＫ・民間放送

現地調査

制度運用

予算要求

住民説明、相談対応（相談窓口の設置等）

中継局廃止

代替手段としてのＩＰユニキャストの開発・実装

代替手段の提供主体

※必要に応じて中継局共同利用推進全国協議会・地域協議会の場を活用

ＮＨＫ・民間放送との協力（住民説明、相談対応）

（注）各工程は最短の場合を想定したもの。実際には実施可能なものから順次実施。

代替手段の提供

ＩＰユニキャストに係る権利処理に関する調整

※ケーブルテレビ、ＩＰマルチキャスト、ＩＰユニキャスト等の提供主体

相談対応

予算要求

代替手段としてのＩＰユニキャストの仕様検討

※ＮＨＫ・民間放送やメーカーと協力の上実施
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第３章 ラジオ放送における経営の選択肢 

１．ＡＭ局の運用休止に係る特例措置 

現在、ＡＭ放送においては、難聴対策等の観点から、ＦＭ補完中継局（ＦＭ方式に

よる補完中継局）を整備することが可能となっている42。また、ＡＭ放送の厳しい経

営状況を踏まえた今後の経営の選択肢として、ＦＭ転換（親局を含むＡＭ局をＦＭ方

式に転換すること）及びＡＭ局廃止（ＡＭ方式の親局を維持しつつもＦＭ補完中継局

を整備するなどしてＡＭ方式による中継局を廃止すること）が検討されている43。 

ＦＭ局のカバーエリアは一般的にＡＭ局よりも狭い44ため、ＦＭ転換・ＡＭ局廃止

後には聴取できないエリアが生ずるおそれがある。また、ＦＭ転換後の放送やＦＭ補

完中継局による放送を受信するためには、その周波数（90.0～95.0ＭＨｚ）に対応し

たラジオ受信機が必要となるが、古いラジオ受信機にはこの周波数に対応していない

ものもある。 

ＦＭ転換やＡＭ局廃止を検討するに当たっては、その社会的影響を最小限にする必

要があり、これを検証する観点から、令和５年（2023年）の再免許においては、ＡＭ

局の運用休止に係る特例措置45として、所定の要件を満たした13社34局に対し６か月

以上の一定期間においてＡＭ局の運用を休止することが認められた。 

この特例措置においては、ＡＭ局の運用を休止する場合において、運用休止前の世

帯・エリアカバー率が最大限維持できるよう努めることや特例適用局の運用休止の影

響を受ける住民への周知広報を行うことなどが要件とされており、世帯・エリアカバ

ー率は、ＡＭ局やＦＭ補完中継局等による放送を合算して算出する仕組みとなってい

る。 

ＦＭ転換やＡＭ局廃止は、ＡＭ放送の維持・発展を図る上で合理的な経営の選択肢

となり得るものであり、このため、再度の特例措置を認める場合には、自治体等との

丁寧な調整を前提として、今回の特例措置の実施状況等も踏まえてより多くのＡＭ放

送において検証できるようにする観点から、世帯・エリアカバー率の算出に当たり聴

取の実態を反映してradiko等のラジオ番組のインターネット配信を考慮することを

含めて、要件を緩和することが適当である。 

 

                                                        
42 基幹放送用周波数使用計画（昭和 63年 10月１日郵政省告示第 661号）第４の３ 
43 放送事業の基盤強化に関する取りまとめ（令和２年（2020年）７月１日公表） 
44 ＡＭラジオ放送は、ＦＭラジオ放送に比べて１局当たりのカバーエリアが広く、山間地までカバーしやすい

が、建物内ではＦＭラジオに比べて聞こえにくく、また、送信アンテナの設置には河辺など広い敷地が必要とな

る。 
45 ＡＭ局の運用休止に係る特例措置に関する基本方針（令和５年（2023年）３月９日公表） 
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用途 周波数 周波数幅46 

ＡＭ放送 526.5～1606.5ｋＨｚ １ＭＨｚ 

短波放送 3.9～26.1ＭＨｚの一部 ４ＭＨｚ 

ＦＭ放送 76.0～95.0ＭＨｚ 19ＭＨｚ 

地上テレビ放送 470.0～710.0ＭＨｚ 240ＭＨｚ 

図表３－１ 放送に使用されている周波数 

 

図表３－２ ＡＭ局の運用休止に係る経緯 

 

                                                        
46 各放送用に割り当てられた周波数幅 

令和２年
（2020年）

７月１日 「放送事業の基盤強化に関する取りまとめ」 公表

12月11日
「民間ラジオ放送事業者のＡＭ放送のＦＭ放送への転換等に
関する「実証実験」の考え方」 公表

令和５年
（2023年）

３月９日 「ＡＭ局の運用休止に係る特例措置に関する基本方針」 公表

11月１日
一斉再免許において、「ＡＭ局の運用休止に係る特例措置」の
適用に係る条件を付与

令和６年
（2024年）

２月１日～
ＡＭ局の運用休止に係る特例措置が認められた事業者におい
て、順次ＡＭ局の運用休止を開始

（13社34局が休止）

令和７年
（2025年）

１月31日 ＡＭ局の運用休止に係る特例措置の適用期間期限

ＡＭ局の運用休止に係る経緯

特
例
措
置
の
適
用
期
間

現
在
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２．ＦＭ転換及びＡＭ局廃止 

ＦＭ転換やＦＭ補完中継局の設置に当たっては、ＦＭ放送用の周波数を確保する必

要があるが、現在のＦＭ放送用の周波数帯（95.0ＭＨｚ以下）は逼迫しており、それ

らを経営の選択肢とする上で支障を来すおそれがある。このため、必要なニーズ調査

を実施した上で、95.0ＭＨｚ超の周波数帯47について、ＦＭ放送用の周波数として既

存のＦＭ放送事業者も含めて使用できるようにすることが適当である。 

基幹放送普及計画48は、放送対象地域（ＡＭ放送・ＦＭ放送などの放送の種類その

他の区分ごとの同一の放送番組の放送を同時に受信できることが相当と認められる

一定の区域）や放送対象地域ごとの放送系（同一の放送番組の放送を同時に行うこと

のできる基幹放送局の総体）の数の目標を定めているが、ＦＭ転換を想定したものと

なっていない。このため、特例措置の実施状況等も踏まえて制度面でＦＭ転換を可能

とすることとし、ＦＭ転換に向けてまずはＡＭ局廃止から段階的に取り組むことを可

能とすることが適当である。 

 

３．その他 

ラジオ放送においては、ＡＭ放送、ＦＭ放送及び短波放送によって多様なラジオ番

組が聴取者に届けられており、近年においてはradiko等のラジオ番組のインターネッ

ト配信によってもそれらが聴取されている実態がある。 

その一方で、ラジオ放送は、災害時において公衆の生命・身体の安全確保のために

必要な情報を迅速かつ確実に提供する観点から、停電時においても情報の伝送が可能

なメディアとして高い有用性が認められる。 

こうした中で、ラジオ放送における経営の選択肢の拡大を図るに当たっては、その

聴取実態に配慮するとともに、災害時の有用性に留意することが必要である。 

  

                                                        
47 2021年（令和３年）調査時に試算した必要な帯域幅は４ＭＨｚ幅（95.0～99.0ＭＨｚ）。 
48 昭和 63年 10月１日郵政省告示第 660号 
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図表３－３ radikoの概要 

 

図表３－４ radikoの聴取状況 
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おわりに 

 本取りまとめにおいては、まず、放送の将来像について、引き続き研究を進めてい

くことが必要であるとした上で、放送制度やその中の放送概念は、将来的には、放送

の社会的な役割を基礎として、多様な伝送手段によりその役割がより良く果たされる

ように再構成される方向に向かっていくと考えることが可能であり、その研究をする

上では、放送の社会的な役割の担い手になることで認められる効果についても議論を

深めていくことが必要であることなどを述べた。 

次に、小規模中継局等のブロードバンド等による代替については、放送に準ずる品

質・機能を確保した上で、基幹放送を行う者の責任の下で安定的かつ継続的に行われ

ることを前提として、小規模中継局等による放送をＩＰユニキャストで代替すること

を許容することが適当であるとした上で、代替は、一定の要件を満たす限定的な場合

に限り許容するが、複雑で厳格、硬直的な要件とならないように配慮すべきであり、

品質・機能の水準については、ＩＰユニキャストの技術的な制約を考慮するとともに、

放送に準じて視聴者が受容可能なものとすることが適当であることなどを述べた。 

最後に、ラジオ放送における経営の選択肢については、ＡＭ局の運用休止に係る特

例措置の実施状況も踏まえて制度面でＦＭ転換を可能とすることや、ラジオ放送にお

ける経営の選択肢の拡大を図るに当たっては、インターネット配信によってもラジオ

番組が聴取されている実態や停電時においても情報の伝送が可能なメディアとして

有用性にも留意することが必要であることなどを述べた。 

放送番組を国民に広く提供するためにインターネット配信を行うこと、基幹放送の

伝送手段としてＩＰユニキャストを含む多様な伝送手段を利用すること、放送概念そ

のものを放送の社会的な役割を基礎とするものにしていくことは、それぞれ目的も変

化の段階も異なるが、情報の伝送手段が多様化し、それに伴い放送の技術的な特性が

相対化する中でいずれも真摯に向き合うべきものである。 

こうした中で、本検討会において、これまでよりも一歩踏み込んだ議論を行うこと

ができたことに加えて、放送界から、地域に根ざした同時・同報の基幹的メディアと

しての役割を放送がこれからも担う決意があることやＮＨＫと民間放送が手を取り

合って放送の維持・発展を図る考えがあること、放送の将来像について引き続き議論

していく用意があることなどを聴取することができたことは意義深い。 

その一方で、本取りまとめでは取り扱わなかったものの本検討会が継続的に検討を

進めている課題もあり、それらを含めて、今後も議論を深めていく必要がある。憲法

が規定する表現の自由の保障の下で、国民の知る権利を実質的に充足し、健全な民主

主義の発達に寄与するものとして、国民に広く普及されるべきものであるという放送

の原点に立ち返り、その社会的な役割がよりよく果たされる放送制度に向けて、変化

をおそれることなく前に向けて歩みを進めていきたい。 
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参考１ 開催要綱 

参考ー1



「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」開催要綱 

 

１ 背景・目的 

 ブロードバンドインフラの普及やスマートフォン等の端末の多様化等を背景に、デ

ジタル化が社会全体で急速に進展する中、放送の将来像や放送制度の在り方について、

「規制改革実施計画」や「情報通信行政に対する若手からの提言」（令和３年９月３

日 総務省情報通信行政若手改革提案チーム）も踏まえつつ、中長期的な視点から検

討を行う。 

  

２ 名称 

  本会は「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」と称する。 

 

３ 検討項目 

（１）デジタル時代における放送の意義・役割 

（２）放送ネットワークインフラの将来像 

（３）放送コンテンツのインターネット配信の在り方 

（４）デジタル時代における放送制度の在り方 

（５）その他 

 

４ 構成及び運営 

（１）本会は、総務大臣の検討会として開催する。 

（２）本会の構成員は、別紙のとおりとする。 

（３）本会に、総務大臣があらかじめ指名する座長を置く。 

（４）座長代理は座長が指名する。 

（５）座長代理は座長を補佐し、座長不在のときは座長に代わって本会を招集する。 

（６）座長は、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求め、意見を聴くことが

できる。 

（７）その他、本会の運営に必要な事項は座長が定めるところによる。 

 

５ 議事の取扱い 

（１）本会の会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより当事者

又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他

座長が必要と認める場合については、非公開とする。 

（２）本会の会議で使用した資料については、原則として総務省のホームページに

掲載し、公開する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び

利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他座長が必要と認める場

合については、非公開とする。 

（３）本会の会議については、原則として議事要旨を作成し、総務省のホームペー

ジに掲載し、公開する。 

 

６ その他 

本会の庶務は、情報流通行政局放送政策課が、同局情報通信作品振興課、放送技

術課、地上放送課及び衛星・地域放送課の協力を得て行うものとする。  
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（別紙） 

 
「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」構成員名簿 

 

（敬称略・座長を除き五十音順） 

＜構成員＞  

   

（座長） 三友
みとも

 仁
ひと

志
し

 早稲田大学大学院アジア太平洋研究科 教授 
   

 
飯塚
いいづか

 留
る

美
み

 
一般財団法人マルチメディア振興センター 調査研究部  

研究主幹 
   

 
伊東
いとう

 晋
すすむ

 東京理科大学 名誉教授 
   

 
大谷
おおたに

 和子
かずこ

 株式会社日本総合研究所 執行役員法務部長 
   

 
奥
おく

 律
りつ

哉
や

 株式会社電通総研 名誉フェロー 
   

 
落合
おちあい

 孝
たか

文
ふみ

 
渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 プロトタイプ政策研究所

所長・シニアパートナー弁護士 
   

 宍戸
し し ど

 常
じょう

寿
じ

 東京大学大学院法学政治学研究科 教授 
   

 曽我部
そ が べ

 真
まさ

裕
ひろ

 京都大学大学院法学研究科 教授 
   

 
瀧
たき

 俊
とし

雄
お

 
株式会社マネーフォワード グループ執行役員 CoPA Fintech

研究所長 
   

 
長田
ながた

 三
み

紀
き

 情報通信消費者ネットワーク 
   

 
林

はやし

 秀弥
しゅうや

 名古屋大学大学院法学研究科 教授 
   

 
森川
もりかわ

 博之
ひろゆき

 東京大学大学院工学系研究科 教授 
   

 
山本
やまもと

 龍彦
たつひこ

 慶應義塾大学大学院法務研究科 教授 
   

 
山本
やまもと

 隆司
りゅうじ

 東京大学大学院法学政治学研究科 教授 
   

  計14名 

＜オブザーバ＞ 

      日本放送協会 

一般社団法人日本民間放送連盟 

一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟 
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参考２ 開催状況 

  

参考ー4



 

「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」 

開催状況（第24回以降） 

 

 

○第24回（令和６年３月５日（火）13:00～） 

(1) 当面の検討課題について 

(2) 令和６年能登半島地震における放送分野の状況について 

(3) ＡＭ局の運用休止について 

(4) 公共放送ＷＧ第２次取りまとめ及び放送法の一部を改正する法律案について 

(5) 意見交換 

 

○第25回（令和６年４月10日（水）15:00～） 

(1) ＡＭ局の運用休止について 

(2) 放送大学が使用していた地上テレビジョン放送用周波数の利用に係るニーズ調査 

の結果について 

(3) 意見交換 

 

○第26回（令和６年５月24日（金）16:00～） 

(1) 構成員名簿の改訂 

(2) 令和６年能登半島地震を踏まえた検証 

(3) 宍戸構成員からのプレゼンテーション 

(4) 「小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム」からの報 

   告 

(5) 現行制度について 

(6) 意見交換 

 

○第 27回（令和６年６月 10日（月）16:00～） 

(1) ヒアリング 

  ・日本放送協会 

(2) 飯塚構成員からのプレゼンテーション 

(3) 論点及び検討スケジュールについて 

(4) マスター設備の IP化・クラウド化に関する取組 

 

○第 28回（令和６年７月 25日（木）16:00～） 

(1) 「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループ」からの報 

   告 
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(2) ヒアリング（偽・誤情報への対応について） 

  ・日本民間放送連盟 

(3) ヒアリング（小規模中継局等のブロードバンド等による代替及び放送の将来像 

について） 

・日本放送協会 

(4) 事務局説明 

(5) 意見交換 

 

○第 29回（令和６年８月 19日（月）16:00～） 

(1) ヒアリング（小規模中継局等のブロードバンド等による代替及び放送の将来像に 

ついて） 

・日本民間放送連盟 

・日本ケーブルテレビ連盟 

(2) 事務局説明（放送の将来像と制度の在り方に関する論点整理（案）） 

(3) 意見交換 

 

○第 30回（令和６年 10月 22日（火）16:30～） 

(1) 「小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム」からの報 

   告 

(2) 「衛星放送ワーキンググループ」からの報告 

(3) 「公共放送ワーキンググループ」からの報告 

(4) 検討会取りまとめ（第３次）（案）について 

(5) 意見交換 
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参考３ 規制改革実施計画 
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規制改革実施計画

規制改革実施計画等（令和４年６月７日 閣議決定）のフォローアップ結果 1

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期
所管
府省

これまでの実施状況
（令和５年３月31日時点）

今後の予定
（令和５年

３月31日時点）

規制改革推進

会議評価

措置
状況

評価
区分

20

デ ジ タ
ル 時 代
に お け
る 放 送
制 度 の
在 り 方
に つ い
て

a ①総務省は、放送ネットワークインフラの将来
像についての議論を踏まえ、ミニサテライト局等
を始めとする放送設備の共用化、アウトソーシ
ングや、地上波テレビジョン放送の機能の全部
又は一部のブロードバンド等による代替、マス
ター設備の保有・運用形態について設備保有
法人の整備なども含めた効率化等、採り得る選
択肢を検討し、結論を得る。

②その際、人口動態等が収益にもたらす影響
を踏まえて、コスト負担等を含めた実現可能性、
将来的なアウトソーシングや設備保有法人等の
コストの高止まり防止策、技術革新に対応でき
るガバナンスの整備を含めた具体的方策につ
いても検討する。ＮＨＫと民間放送事業者との
連携を推進し、民間事業者の設備維持、コスト
負担の軽減にも資するように、適切な協力、イ
ンフラ整備への協力関係の構築を推進する。

③上記のうち、ブロードバンド等による代替につ
いては、技術実証も実施しつつ更なる検討を行
い、結論を得る。

a：（①、②）令
和４年７月検
討・結論、
（③）令和４年
８月検討開
始、令和６年
度結論

総務省

a：（①、②）
総務省では、令和３年11月から、「デジタル時代にお
ける放送制度の在り方に関する検討会」を開催し、デ
ジタル化の進展等を踏まえた放送の将来像や放送制
度の在り方について中長期的な視点から検討を行い、
令和４年８月に第一次取りまとめを公表した。本取り
まとめにおいては、共同利用型モデルについて、「更
なる効率化を図る観点から、中継局の保有・運用・維
持管理を担うハード事業者（基幹放送局提供事業者）
の設立も経営の選択肢となり得る」とされ、マスター設
備についても、「効率化を図る観点から、マスター設
備の集約化・ＩＰ化・クラウド化は経営の選択肢となり
得る」とされている。また、ブロードバンド等による代
替についても、「ＦＴＴＨを用いたＩＰユニキャスト方式に
ついて、比較的受信世帯数の少ない小規模中継局等
の代替としての経済合理性が期待でき、代替手段と
しての利用可能性があること」が示されている。今後、
これらの実現に向けては、「総務省も適切に関与しつ
つ、ＮＨＫ及び民間放送事業者をはじめとした関係者
間で具体的な検討・協議を進めていくべきである」と
の方針が示された。
a：（③）
令和４年２月から、「小規模中継局等のブロードバンド
等による代替に関する作業チーム」を開催し、技術実
証も実施しつつ、ブロードバンド等による代替可能性
について検討を進めているところ。

a：（①、②）措
置済
（③）令和６年
度の措置に向
けて、引き続
き必要な検討
を行う。

検討中 継続F

【出典】 「規制改革実施計画のフォローアップ結果について」（令和５年６月１日公表）より抜粋

参考ー8



2規制改革実施計画（令和４年６月７日 閣議決定）のフォローアップ結果

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期
所管
府省

これまでの実施状況
（令和５年３月31日時点）

今後の予定
（令和５年

３月31日時点）

規制改革推進

会議評価

措置
状況

評価
区分

20

デ ジ タ
ル 時 代
に お け
る 放 送
制 度 の
在 り 方
に つ い
て

b 総務省は、上記を踏まえて、放送法（昭和25
年法律第132号）の改正を含め、デジタル時代
に適した放送の在り方を実現するための検討を
行い、必要な措置を講ずる。具体的には、デジ
タル時代における放送の意義の変化を捉えて、
現代において必要とされる放送の役割を定め
つつ、地上波に限られない放送事業者のマスメ
ディア集中排除原則や放送対象地域の見直し
のほか、コーポレートガバナンスの強化など、
経営基盤の強化に向けた取組を行う。
①マスメディア集中排除原則の見直しに際して
は、同原則が目指す多様性、多元性、地域性に
留意しつつ、認定放送持株会社傘下の地上基
幹放送事業者の地域制限の撤廃、地上波テレ
ビジョン放送の異なる放送対象地域に係る規制
（認定放送持株会社制度によらない場合）に関
する、既存の隣接地域等の特例に限らない、一
定の範囲での規制緩和の特例の創設などにつ
いて検討し、措置する。
②放送対象地域の見直しについては、希望す
る放送事業者において複数の放送対象地域に
おける放送番組の同一化が可能となる制度に
ついて検討し、措置する。さらに、視聴者への
説明責任が果たされるようなＰＤＣＡサイクルの
確保や、地域情報等の各放送事業者の特性に
応じた情報発信が確保されるように定量的な評
価を行うための指標の設定も含め、地域情報
の発信を確保するための仕組みを併せて検討
して、措置し、継続的にフォローアップを行う。

b：（前段、①、
②前段） 令和
４年７月検討・
結論、令和４
年度措置、法
改正を伴う場
合は令和４年
度内に法案提
出、
（後段（①、②
以外）、②後
段） 令和４年
度検討開始、
令和５年結論、
結論後速やか
に措置・措置
後も継続的に
フォローアップ

総務省

b：（①）
総務省では、マスメディア集中排除原則の見直しにつ
いて、令和５年３月に省令を改正し、認定放送持株会
社傘下の地上基幹放送事業者の地域制限を撤廃す
るとともに、放送対象地域の隣接・非隣接に関わらず、
地上テレビジョン放送、ラジオ放送について、それぞ
れ９局（コミュニティ放送の場合は放送対象地域が９
都道府県分）までの兼営・支配を可能とする緩和を
行った。
（前段、後段（①、②以外）、②前段、②後段）
「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検
討会」第一次取りまとめを踏まえた必要な制度整備と
して、令和５年３月３日、「放送法及び電波法の一部を
改正する法律案」を第211回通常国会に提出した。
当該法律案は、
(ⅰ)複数の地上基幹放送事業者が中継局を共同で利
用するための規定
(ⅱ)基幹放送の安定性が確保されるための規定（業
務管理体制についての基準適合維持義務、その履行
を担保するための監督規定等）
(ⅲ)複数の放送対象地域における放送番組の同一化
を可能とするための規定
の各整備等を行うものである。
このうち(ⅲ)については、複数の放送対象地域におけ
る放送番組の同一化を実施した場合も地域情報の発
信を確保することを必要としている。
コーポレートガバナンスの強化については、「デジタル
時代における放送制度の在り方に関する検討会」を
開催し、検討を進めているところ。

b：（①）措置済
（ 前 段 、 後 段
（①、②以外）、
②前段、②後
段 ） 令 和 ５ 年
度の措置に向
けて必要な手
続 き ・ 検 討な
どを行うととも
に、
その後のフォ
ロ ー ア ッ プ を
行う。

検討中 継続F

c：令和５年度
以降の措置に
向けて、引き
続き必要な検
討を行う。

c 総務省は、ＮＨＫ及び民間放送事業者の同時
配信等及びオンデマンド配信による方法を含め
て、通信における放送事業者の情報発信を推
進するために、プラットフォーム連携やオンライ
ン配信を推進するための必要な制度や方策を
含めた、デジタル時代に適した放送の在り方の
構築に向けて検討を行い、必要な措置を講ずる。

c ：令和４年度
検討開始、結
論時に期限を
定めて措置

c：総務省では、ＮＨＫのインターネット配信の在り方等
について、令和４年９月から「公共放送ワーキンググ
ループ｣を開催するとともに、インターネット時代にお
ける放送コンテンツの制作・流通を促進するための方
策の在り方について、令和４年12月から「放送コンテ
ンツの制作・流通の促進に関するワーキンググルー
プ」を開催し、検討を進めているところ。

【出典】 「規制改革実施計画のフォローアップ結果について」（令和５年６月１日公表）より抜粋

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期
所管
府省

これまでの実施状況
（令和５年３月31日時点）

今後の予定
（令和５年

３月31日時点）

規制改革推進会議評価

措置
状況

評価
区分

20

ロ ー カ ル
局 の 経 営
基盤強化

a 総務省は、マスメディア
集中排除原則が目指す多
様性、多元性、地域性に
留意しつつ、ローカル局の
経営自由度を向上させる
ための議論を進める。特
に、役員兼任規制の見直
しなどのローカル局から直
接要望のある論点に限ら
ず、制作能力や設備面の
集積や共用による、ローカ
ル局の総合的な経営力・
企画力の向上が可能とな
るよう、隣接県に限らない
経営の連携等の枠組みな
ど、中長期的な放送政策
の全体像を踏まえた施策
を検討する。

a:令和３年
度検討・
結論

総務省

a 総務省では、令和３年11月から、「デジタル時代における放送制
度の在り方に関する検討会」を開催し、デジタル化の進展等を踏ま
えた放送の将来像や放送制度の在り方について中長期的な視点か
ら検討を行い、令和４年３月に「論点整理」を取りまとめ、公表した。
「論点整理」においては、「インターネットを含め情報空間が放送以

外にも広がる中で、経営の選択肢を増やす観点から見直しを図るべ
きである」とし、「特にローカル局の経営力の向上を図り、隣接県に
限らない経営の連携を可能とする観点」から、マスメディア集中排除
原則の見直しとして、「認定放送持株会社傘下の地上基幹放送事業
者の地域制限の撤廃」や「地上テレビ放送の異なる放送対象地域
（認定放送持株会社制度によらない場合）に係る規制の特例の創
設」等の方針が示された。
このほか、「論点整理」では、同一の放送番組の放送を同時に受信
できることが相当と認められる一定の区域たる放送対象地域の見直
しとして、放送事業者の経営の選択肢を増やす観点から、「希望する
放送事業者において、複数の放送対象地域における放送番組の同
一化が可能となる制度を設けるべき」との方針が示された。

a 措置済

検討中 継続F
b 放送法（昭和25年法律
第132号）の改正を前提と
して、ＮＨＫとローカル局又
はローカル局同士での、
放送設備やインターネット
配信設備の共用化が進む
よう、総務省はローカル局
の要望等を踏まえつつ、Ｎ
ＨＫを含めた放送事業者
間の協議の場が設けられ
るために、必要な措置を
講ずる。

b:令和３年
度措置

b 民間放送事業者等の責務（放送対象地域において基幹放送があ
まねく受信できるように努める責務等）の遂行に対するＮＨＫの協力
に係る努力義務規定を整備する等の改正事項を盛り込んだ「放送法
等の一部を改正する法律案」は第204回通常国会に提出したものの
継続審査となり、その後、衆議院解散に伴い廃案になったところ、同
内容を盛り込んだ「電波法及び放送法の一部を改正する法律案」を
令和４年２月に第208回通常国会に提出した。
当該法律案は成立していないものの、「デジタル時代における放送
制度の在り方に関する検討会」での検討を踏まえ、令和４年２月から、
ＮＨＫ、民間放送事業者、通信事業者等からなる「小規模中継局等
のブロードバンド等による代替に関する作業チーム」を開催し、小規
模中継局のブロードバンド等による代替可能性について実務的に検
討を進めている。
また、総務省は、「日本放送協会令和４年度収支予算、事業計画及
び資金計画に付する総務大臣の意見」において、「インターネット活
用業務に係る民間放送事業者との連携・協力については、放送法上
の努力義務であることを十分に踏まえ、民間放送事業者の求めに応
じ、その取組の具体化を図ること」に配意すべきとした。

b 措置済

規制改革実施計画（令和３年６月18日 閣議決定）のフォローアップ結果 3

【出典】 「規制改革実施計画のフォローアップ結果について」（令和５年６月１日公表）より抜粋

参考ー9



No. 事項名 規制改革の内容 実施時期
所管
府省

これまでの実施状況
（令和４年３月31日時点）

今後の予定
（令和４年

３月31日時点）

規制改革推進会議評価

措置
状況

評価
区分

指摘
事項

21

放送のユ
ニバール
サービス
の在り方

令和３年度の「地上放送イ
ンフラのあり方に関する調
査研究」の結論を基に、地
上波テレビジョン放送の機
能の全部又は一部をブ
ロードバンド網に代替させ
ることについて、コストベ
ネフィット分析を踏まえた
具体的な選択肢や、国民
負担の軽減を考慮したあ
まねく受信義務・努力義務
の在り方も含めて、検討を
行う。

令和３年
度検討開
始、早期
に結論

総務省

総務省では、令和３年11月から、「デジタル時代における放送制
度の在り方に関する検討会」を開催し、デジタル化の進展等を踏
まえた放送の将来像や放送制度の在り方について中長期的な視
点から検討を行い、令和４年３月に「論点整理」を取りまとめ、公
表した。
「論点整理」においては、「人口減少や視聴スタイルの変化等、放
送を巡る環境が急速に変化する中において、良質な放送コンテン
ツを全国の視聴者に届けるため、放送事業者の放送ネットワーク
インフラに係るコスト負担を軽減し、コンテンツ制作に注力できる
環境を整備していくべき」とし、小規模中継局のブロードバンド等
による代替可能性について検討していくこととされた。令和４年２
月から、「小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する
作業チーム」を開催し、「地上放送インフラのあり方に関する調査
研究」の調査結果も踏まえつつ、ブロードバンド等による代替可能
性について実務的に検討を進めているところ。

左記検討会
及び作業
チームにおい
て、令和４年
夏頃に取りま
とめを行い、
その後、令和
６年度まで技
術検証を行
いつつ検討。

検討中 継続F

検討会
及び作
業チー
ムの検
討状況
を要
フォ
ロー。

規制改革実施計画等（令和３年６月18日 閣議決定）のフォローアップ結果 4

【出典】 「規制改革実施計画のフォローアップ結果について」（令和５年６月１日公表）より抜粋

（参考） フォローアップにおける措置区分・評価区分について 5

※ 措置区分の分類基準は次のとおりである。
措置済 ・・・・・実施計画に定められた内容を完了したもの（１項目に複数の実施時期を有するものは、すべての項目が措置さ

れた場合に「完了」とする）
未措置 ・・・・・実施計画に定められた内容の実現に向けた検討は終了したが、措置が完了していないもの
検討中 ・・・・・実施計画に定められた内容の実現に向けて検討中で、結論が得られていないもの
未検討 ・・・・・実施計画に定められた内容の実現に向けた検討が実施されなかったもの

— ・・・・・実施計画上、実施時期が具体的に記載されていない事項で、上記に区分できないもの

※ 評価区分の判断基準は次のとおりである。
解決・・・・・・・・・・・・実施計画の趣旨に沿って制度整備が完了又は実施計画の趣旨に沿って運用がなされているもの
継続フォロー・・・・・現在のところまでは実施計画の趣旨に沿っているが、一部制度（政省令、通達レベルなども含め）が未整備

である等のため、フォローアップが必要なもの
要改善 ・・・・・・・・・制度整備状況又は運用状況が、実施計画の趣旨に沿っていないと考えられるもの
フォロー終了 ・・・・上記に分類できないもので、フォローの必要がないもの（社会情勢の変化によりフォローの必要がなくなった

もの、規制改革実施計画で後年度に改めて閣議決定されたもの等）

【出典】 「規制改革実施計画のフォローアップ結果について」（令和５年６月１日公表）より抜粋
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規制改革実施計画（令和５年６月１６日 閣議決定）

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省

22

デジタル時代
における放送
制度の在り方

a

①総務省は、デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会におけ

る放送ネットワークインフラの将来像についての議論を踏まえて令和４年７月に

取りまとめた、放送事業者が放送ネットワークインフラに係るコスト負担を軽減し、

コンテンツ制作に注力するための方策について、特にローカル局にとっても採り

得る経営の選択肢となるよう、その具体化に向けた取組を推進する。具体的に

は、複数の放送事業者の小規模中継局等をまとめて保有・運用する「共同利用

型モデル」の実現に向けて、「共同利用型モデル」によるハード会社を想定した

柔軟な参入制度を措置し、制度の運用に向けた取組を進める。

②小規模中継局等のブロードバンド等による代替については、技術実証も実施

しつつ、必要となるコストの試算など、制度面・運用面を含めた更なる検討を進

め、結論を得る。

a：（①）法案提出につい

ては措置済み、運用に

ついては令和５年度検

討・措置、

（②）令和６年度結論

総務省

II 実施事項
３．個別分野の取組
＜スタートアップ・イノベーション分野＞
（13）放送に関する制度の見直し

6

【出典】 「規制改革実施計画」（令和５年６月16日閣議決定）より抜粋

規制改革実施計画（令和５年６月１６日 閣議決定）

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省

22
デジタル時代
における放送
制度の在り方

b 総務省は、令和４年７月に取りまとめた内容を踏まえて、放送法（昭和25年
法律第132号）等の関係法令について、デジタル時代に適した放送の在り方を

実現するための制度見直しを措置する。具体的には、放送事業者のマスメディ
ア集中排除原則の見直しや複数の放送対象地域における放送番組の同一化
に向けた制度整備を措置するほか、コーポレートガバナンスの強化など、経営
基盤の強化に向けた取組を行う。

①マスメディア集中排除原則の見直しに際しては、同原則が目指す多様性、多
元性、地域性に留意しつつ、認定放送持株会社傘下の地上基幹放送事業者の
地域制限の撤廃、地上波テレビジョン放送の異なる放送対象地域に係る規制
（認定放送持株会社制度によらない場合）に関する、既存の隣接地域等の特例
に限らない、一定の範囲での規制緩和の特例の創設などについて必要な総務
省令の改正を行う。

②複数の放送対象地域における放送番組の同一化については、希望する放送
事業者において、放送番組の同一化が可能となるよう制度を創設する。さらに、
視聴者への説明責任が果たされるようなＰＤＣＡサイクルの確保や、地域情報
等の各放送事業者の特性に応じた情報の発信を適切に評価するための定量
的な指標の設定も含め、地域情報の発信を確保するための仕組みを併せて検
討して、措置し、継続的にフォローアップを行う。

③コーポレートガバナンスについては、放送事業者が社会的な役割と責任を
負っていることに鑑み、地域における放送番組の質を高められるよう、番組制
作力の維持・向上のための人材戦略や経営戦略の策定の慫慂等も含めたコー
ポレートガバナンスの強化について、上記の制度見直しの状況を踏まえて、検
討する。また、放送事業者を取り巻く経営環境の厳しさが増していることを踏ま
えて、総務省が放送法等の権限に基づき行う免許や業務の認定等の審査の機
会において、放送事業者の経営の持続可能性の確認を行うことなどを含めて、
放送事業者の経営基盤強化に向けた取組を進める。

b：（前段、①、②前段）措

置済み、（後段（①、②以
外）、②後段、③）令和５
年結論、結論後速やか
に措置、措置後も継続的
にフォローアップ

総務省

7

【出典】 「規制改革実施計画」（令和５年６月16日閣議決定）より抜粋
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規制改革実施計画（令和５年６月１６日 閣議決定）

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省

22
デジタル時代
における放送
制度の在り方

ｃ 総務省は、ＮＨＫ及び民間放送事業者の同時配信等及びオンデマンド配信
による方法を含めて、通信における放送事業者の情報発信を推進するために、
プラットフォーム連携やオンライン配信を推進するための必要な制度や方策を
含めた、デジタル時代に適した放送の在り方の構築に向けて検討を行い、必要
な措置を講ずる。ＮＨＫについては、インターネット時代において公共放送が担
うべき役割や、ＮＨＫのインターネット活用業務の在り方について検討を進め、
結論を得る。また、ローカル局の番組がインターネット上においてもより幅広く視
聴されるよう、地域情報の発信の確保の観点も踏まえて、放送コンテンツの制
作・流通の促進について検討を行い、必要な措置を講ずる。

c：令和５年度結論、結論
時に期限を定めて措置

総務省

8

【出典】 「規制改革実施計画」（令和５年６月16日閣議決定）より抜粋
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参考４ ヒアリング資料等 
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（１） ワイドＦＭ（ＦＭ補完放送）対応端末普及を 

目指す連絡会 

（資料 24－４） 
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（２） 山口放送株式会社 

（資料 25－１） 
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（３） 株式会社エフエム東京 

（資料 25－２） 
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（４） 株式会社 radiko 

（資料 25－３） 
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（５） 宍戸常寿構成員 

（資料 26－３） 
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（６） 日本放送協会 

（資料 27－１、資料 28－４） 
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（７） 飯塚留美構成員 

（資料 27－２） 
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（８） 一般社団法人日本民間放送連盟

（資料 28－３、資料 29－１） 
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（９） 曽我部真裕構成員

（資料 28－５） 
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論点（案）に対するコメント 曽我部真裕 

〇 論点１ないし３について 

 放送制度は、2010 年放送法改正以前の定義（以下、「伝統的定義」という。）における放

送の技術的な特性を基礎に形成されてきたといえる。その主なものは、①同報性、②輻輳の

ないこと、③低コストと広範囲に到達すること、であろう。 

放送は、これらの特性を利用して、広く市民が共有すべきいわゆる基本的情報（災害やパ

ンデミックなど生命身体の安全に関わる情報、報道など民主主義の維持に関わる情報、ドキ

ュメンタリーやある種のドラマなど人々が自律的に人生を送るために必要な情報など。視

聴率の高いものも低いもの（不採算なもの）も含む。）の伝達する役割をゆだねられてきた。 

 こうした役割を最大限に発揮させるために、一方では番組準則をはじめとする規律が課

され、他方では、あまねく放送する義務ないし努力義務が課されてきた。 

 あまねく放送する義務・努力義務は、引き続き維持されるべきであるが、技術的選択肢が

増えてきたこんにち、伝統的定義における放送によってすべてをカバーする必要はなく、経

営上の選択によって他の技術的手段を利用することも排除されるべきではない。もっとも、

その際には、伝統的定義における放送の特性②は、大災害、大事件の際に情報が得られない

ことのないよう、同等性が確保されなければならない。①に関しても同様であるが、通信技

術を利用することによる数秒の遅延を問題とする必要はないように思われる。 

 こうした観点からは、IP ユニキャストによる代替に特に厳格な条件を付すことなく、基

本的には放送事業者の経営判断に委ねることも考えられる。しかし、IP ユニキャストは、

録画やデータ放送などの点で伝統的定義における放送と比較して視聴者の利便性を損なう

面があり、こうした観点からすれば、ミニサテ局による中継がコスト面で著しく不合理であ

り、ほかに適切な代替方法がない場合など、限定的に認めることが妥当だと思われる（論点

２、３）。また、番組準則をはじめとする規律が正当化されるのは伝統的定義における放送

であるがゆえであることを踏まえれば、放送対象地域の大部分（所定の数値を法令等で定め

ることを想定）は伝統的定義における放送によってカバーされていることが必要ではない

か（論点１「基幹放送を電波により受信できるようにする現行の枠組み」とも関連。）。 

 NHK の地上基幹放送を IP ユニキャストでの代替については、基本的には慎重に考える

べきであろうが、民放が代替をし NHK がしないという場合の視聴者の利便性なども考慮す

る必要があるのではないか。 

〇 論点６について 

 前述のとおり、これまでの放送制度は、伝統的定義における放送の技術的特性を基点とし

て、それに一定の役割を付与することで形成されてきたが、将来的にはそれが逆転して、役

資料 28-５ 
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割論主体になる。 

 役割論としては、引き続き基本的情報の供給ということになるが、ネット時代となり、こ

れらの情報は個別には多く供給されているので、放送制度に期待されるもの（放送の価値）

は、それらを選別しまとめて提供する「参照点」としての役割となる。最近言われるアテン

ションエコノミーの影響回避といった点も、そこに含まれる。

伝統的定義における放送、特に基幹放送なかでも地上波放送においては、法令等に基づい

て作出された寡占性を背景とした独占のレントによって経営基盤が保証され、不採算番組

も一定程度放送することを求めることが経営基盤的に正当化され、他方、そのための内容規

制が、電波を利用することから理論的にも正当化されるという構造であった。 

 現在の制度の延長線上で考えるならば、まずはこうした構造を前提とする必要がある。そ

こで考えられるのが、すでに指摘されているように、放送事業者に対して、OTT 上でのプ

ロミネンスや、著作権処理での優遇、NHK からの協力など、ネット上の業務での優遇付与

である。放送事業者は、伝統的定義における放送を継続しつつ、ネット上では伝統的定義に

おける放送に準じる水準のコンテンツを配信し、それに対して優遇を受ける形である。この

際、ネット配信の部分を放送概念に包摂するか否かは、本来は、本質的な問題ではないよう

に思われる（著作権処理での優遇のために放送概念を拡大するのか、それ以外の法技術で優

遇を可能とするのかといった議論は技術的なことではないか。放送概念に伴うメリットと

負担とを一括して与えたいのであれば放送概念の拡大という方法をとることになる。）。 

他方、将来、放送制度自体が地盤沈下し（伝統的定義における放送がいよいよ見られなく

なり）、多くの放送事業者にとっても免許維持の負担に耐えられなくなった段階では、より

抜本的な改革が必要となる。伝統的定義における放送を継続するかどうかは別として、いず

れにしても伝送路としては通信が中心あるいは全てとなる。一案として、PSM（パブリッ

ク・サービス・メディア）の提案があり、個々のメディアの判断によって PSMの認定を受

けると、プロミネンス等のほか、受信料財源からの補助などが得られる代わりに、基本的情

報の供給について一定の規律を受けるという制度が考えられる。そこでは、手上げ方式で

PSM 認定を受けた主体を基準とする規律となり、放送概念は不要となる。 
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（１０） 林秀弥構成員

（資料 28－６） 

参考ー91



参考ー92



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１１） 一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟 

（資料 29－２） 
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